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研究要旨 

 

本研究では、都道府県循環器病対策推進計画（都道府県計画）の策定において、全国で統一的に使用可能

な重要性が高いと考えられる個別施策や指標について検討し、次期基本計画に向けた目標（指標）の候補や

その検証のために必要な研究の提案につなげることを目指すことを目的とする。 

日本脳卒中学会、日本循環器学会と密接に連携し、各都道府県に学会の推進委員を置き、都道府県と協力し

て各都道府県計画の策定に向けて作業を進めた。また、本研究班の脳卒中サブワーキンググループと心血管

疾患サブワーキンググループは、それぞれ既に策定されている各都道府県における推進計画を比較し、各目

標（指標）と個別施策を比較し、重要性の高い指標を抽出するために、両学会は一つの手段として、両学会

から推薦されている各都道府県の対策推進委員に対して、ロジックモデル案を案内した。 

都道府県計画の策定進捗状況を継続的に調査し、2022 年４月までに 44都道府県において計画が策定されてい

ることを確認した。残りの 3府県については、2022 年 12 月に２つ、2023 年 1 月に１つの都道府県計画が公

開されていることを確認した。これまでの班会議の議論も踏まえながら、レビューした内容をまとめ、第８

回循環器病対策推進協議会（2022 年７月 29日開催）において、研究代表者から報告を行った。 

2022 年４月までに策定された 44都道府県の計画から、指標等を抽出した。代表的・興味深い指標について

掘り下げて検討を加えるとともに、全体を通して観察されることや今後の課題についてまとめた。また、失

語を含む後遺症の対策に関する好事例についてもまとめた。さらに、「循環器病の医療体制構築に資する自治

体が利活用可能な指標等を作成するための研究（研究代表者：今村）」の研究成果も踏まえ、過去の厚生労働

科学研究の成果や、循環器病に関連する学会のガイドライン等も参考にしつつ、重要性が高いと考えられる

個別施策及び指標について検討した。 

各都道府県計画のレビューとまとめ、また、各都道府県の計画において重要性が高いと考えられる個別施

策及び指標の検討を踏まえ、関連する学会とも連携しながら、第２期循環器病対策推進基本計画に向けた個

別施策の目標となる指標等について提案した。 
さらに、都道府県計画のレビューやこれまでの指標検討により見えてきた課題を踏まえ、今後、 

①回復期以降の循環器病の指標（定義も含む）を検討する研究 

②医療を受ける当事者側の調査方法・介入方法に関する研究 

といった研究が必要と考えられた。さらに、国が進めている循環器病のデータベース構築事業との連携も重

要と考えられた。 
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Ａ. 研究目的 
 
2020 年 10 月に循環器病対策推進基本計画（基本

計画）が閣議決定され、これを受けて各都道府県

において、都道府県計画が策定される。国の基本

計画の目標として、2040 年までに 3 年以上の健康

寿命の延伸、年齢調整死亡率の減少が掲げられて

いるが、個別施策の目標となる具体的な指標は設

定されておらず、次期計画に向けて全国で統一的

に使用可能な目標（指標）が必要とされている。 
本研究では、循環器病対策推進基本計画に基づ

いた、各都道府県計画の個別施策や目標（指標）

等の内容を把握し、脳卒中分野、心血管疾患分野

それぞれの専門家と連携しつつ、臨床的観点、公

衆衛生学的観点から重要性が高いと考えられる個

別施策及び指標について検討を行うことを目的と

する。さらに、上記都道府県計画の実態把握と検

証の結果を踏まえつつ、これまでの厚生労働科学

研究から出てきた指標の候補と組み合わせること

で、次期基本計画に向けた目標（指標）の候補や

その検証のために必要な研究の提案につなげるこ

とを目指す。 
 
Ｂ. 研究方法 
 
（１） 各都道府県における循環器病対策推進計画

の実態把握と学術的なレビュー 
 
都道府県循環器病対策推進計画の策定状況を把

握し、脳卒中・循環器病に関連する学会を中心に、

各都道府県や、都道府県循環器病対策推進計画の

策定に関わる都道府県循環器病対策推進協議会と

連携しつつ、計画策定に向けた取組みを推進する。

公表されている都道府県循環器病対策推進計画に

ついて、各都道府県の個別施策、目標（指標）等

の内容について、各目標（指標）と個別施策の体

系的な道筋も整理しつつまとめる。 

 
（２） 各都道府県の計画において重要性が高いと

考えられる個別施策及び指標の検討 
 
把握した各都道府県循環器病対策推進計画に基

づき、多くの都道府県に共通する項目や、地域の

特性が影響していると考えられる項目、各都道府

県独自の項目等について検証を行い、脳卒中分野、

心血管疾患分野それぞれの専門家と連携しつつ、

臨床的観点、公衆衛生学的観点から重要性が高い

と考えられる個別施策及び指標についての検討を

行うとともに、各都道府県における好事例につい

て検討する。 

 

（３） 第２期循環器病対策推進基本計画に向けた

個別施策の目標となる指標と、目標（指標）

の達成やその検証のために必要な研究の検

討 

 
「循環器病の医療体制構築に資する自治体が利

活用可能な指標等を作成するための研究（研究代

表者：今村）」と連携し、過去の厚生労働科学研究

の成果や、脳卒中・循環器病に関連する学会のガ

イドライン等を参考にしつつ、個別施策の目標と

なる指標の候補について、指標の科学的根拠の観

点も含め、検討の準備を行う。 

（１）（２）の研究結果の中で多くの都道府県に

共通している項目や、臨床的観点から全国的に重

要と考えられる項目も踏まえ、全国的に統一的に

使用可能な目標（指標）を検討することを予定す

る。さらに、目標（指標）の検討やその目標（指

標）の達成、また、目標（指標）の科学的根拠を

得るためにさらに必要となる研究があるか、どの

ような研究が必要かについて、脳卒中分野、心血

管疾患分野それぞれの専門家を中心として、臨床

的観点、公衆衛生学的観点から検討を行う。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、学術研究機関である神戸大学構成員

が主任研究者であり、かつ、公表されている都道
府県の循環器病対策推進計画を元に行っており、
研究対象者（患者等）へのインフォームド・コン
セントは必要としない。また、収集するデータに
は個人情報は含まれず、個人情報保護上の問題も
ない。 
 
Ｃ. 研究結果 
 

（１） 各都道府県における循環器病対策推進計画

の実態把握と学術的なレビュー 

 

各都道府県における循環器病対策推進計画（推

進計画）のレビューを行うためには、各都道府県

の推進計画が策定されることが必要である。

COVID-19 の感染拡大のため、各都道府県における

推進計画の策定が遅れていた。本研究班は、日本

脳卒中学会、日本循環器学会と密接に連携し、各

都道府県に学会の推進委員を置き、都道府県と協

力して各都道府県の計画策定に向けて作業を進め

た。2021 年 8 月初旬の学会からのアンケート結果

では、推進計画が完成している都道府県は少なく、

策定され次第レビューを順次行った。本研究班の

脳卒中サブワーキンググループと心血管疾患サブ

ワーキンググループは、それぞれ既に策定されて

いる各都道府県における推進計画を比較し、各目

標（指標）と個別施策を比較し、重要性の高い指

標を抽出するために、両学会は一つの手段として、

両学会から推薦されている各都道府県の対策推進

委員に対して、2021 年 8 月末までにロジックモデ

ル案を案内した。 

次に、各都道府県計画の策定状況の把握を継続

し、2022 年 1 月時点では、8 つの都道府県で計画
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が策定されており、28 の都道府県で計画案が公表

されていた。さらに、2022 年 2 月末時点では、11

都道府県の計画策定、32 都道府県の計画案が確認

できた。 

2022 年度も、2021 年度に引き続き、都道府県計

画の策定進捗状況を調査した。2022 年４月までに

44 都道府県において計画が策定されていることを

確認した。残りの 3府県については、2022 年 12 月

に２つ、2023 年 1 月に１つの都道府県計画が公開

されていることを確認した。 

各都道府県が発表した推進計画のレビューを実

施し、2021 年 11 月、2022 年 2 月の全体班会議に

おいて、都道府県計画のレビューの結果を共有し、

議論を行った。いずれの都道府県の計画も、これ

までの関連する施策・計画との整合性を図りつつ、

地域の現状に応じて、計画が立てられていると考

えられた。都道府県により特色のある個別施策や

目標（指標）を立てている例があり、全国で統一

的に使用可能な重要性が高いと考えられる個別施

策と目標（指標）の検討にあたり、参考になると

考えられた。また、失語症等後遺症についての実

態把握、目標指標の検討を進めるにあたり、現状

と課題、取り組むべき施策について議論を行い、

学会の取組みや他の研究班の成果も踏まえつつ、

検討をすすめた。 

これまでの班会議の議論も踏まえながら、レビ

ューした内容をまとめ、第８回循環器病対策推進

協議会（2022 年７月 29日開催）において、研究代

表者から報告を行った。国の基本計画の項目建て

を基本としつつ、都道府県計画における個別施策

の項目建てはおおむね４つのパターンに分類でき

ると考えられた。「保健、医療及び福祉に係るサー

ビスの提供体制の充実」から、「多職種連携（地域

連携）による循環器病対策・循環器病患者等を支

える環境づくり」を切り出して項目立てしている

計画が 19都道府県で認められ、要素としては、【社

会連携（切れ目のない医療・介護連携）】、【患者等

支援】に分けられると考えられた。 

 

 
（２）各都道府県の計画において重要性が高いと

考えられる個別施策及び指標の検討 

 
2022年４月までに策定された44都道府県の計画

のレビューを踏まえ、第８回循環器病対策推進協

議会（2022 年７月 29日開催）において、研究代表

者から報告を行った。医療計画や学会案をベース

にした【予防、普及啓発】【救護】【急性期】【回復

期】【慢性期・維持期、再発予防】に加え、【社会

連携】【患者等支援】【研究・基盤整備】を分類に

加え、指標等を抽出した。代表的・興味深い指標

について掘り下げて検討を加えるとともに、全体

を通して観察されることや今後の課題についてま

とめた。また、失語を含む後遺症の対策に関する

好事例についてもまとめた。 
さらに、「循環器病の医療体制構築に資する自治

体が利活用可能な指標等を作成するための研究

（研究代表者：今村）」の研究成果も踏まえ、過去

の厚生労働科学研究の成果や、循環器病に関連す

る学会のガイドライン等も参考にしつつ、重要性

が高いと考えられる個別施策及び指標について検

討した。 
 

（３）第2期循環器病対策推進基本計画に向けた個

別施策の目標となる指標と、目標（指標）の達成

やその検証のために必要な研究の検討 

 
各都道府県計画のレビューとまとめ、また、各

都道府県の計画において重要性が高いと考えられ

る個別施策及び指標の検討を踏まえ、循環器病の

医療体制構築に資する自治体が利活用可能な指標

等を作成するための研究（研究代表者：今村）」や

関連する学会とも連携しながら、第２期循環器病

対策推進基本計画に向けた個別施策の目標となる

指標等について提案した（下記参照）。 
さらに、都道府県計画のレビューやこれまでの

指標検討により、多くの都道府県が興味を持って

おり指標化が望まれる分野であっても言葉の定義

があいまいなものや、データ取得が困難でエビデ

ンスを科学的に検証できていないものがあると考

えられた。また、受け手側の変化の評価方法につ

いて検討が必要な項目があると考えられた。これ

らを踏まえ、 

①回復期以降の循環器病の指標（定義も含む）

を検討する研究 

②医療を受ける当事者側の調査方法・介入方法

に関する研究 

が必要と考えられた。 

 
＊＊＊＊ 
＜第 2 期循環器病対策推進基本計画に向けた個別

施策の目標となる指標等に関する提案＞ 
参考：第 9 回循環器病対策推進協議会 参考資料

4-1 より抜粋） 
https://www.mhlw.go.jp/content/10905000/000

993629.pdf 
＜日本循環器学会＞ 
①救急に関する指標として、「急性心筋梗塞に対す

る PCI実施率」を提案する（NDB 研究によるエビ

デンスあり※）。  
②急性期から慢性期のシームレスな医療・福祉に

関する指標として、「心血管疾患リハビリテーショ

ン実施件数」を提案する（NDB 研究エビデンスあ

り※）。また、都道府県計画のレビューより、「緩

和ケア」については、多くの都道府県が興味を持

っており、指標化が望まれる。さらに、患者等へ
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の支援（例：両立支援相談件数）や受け手側の変

化の評価（例：心不全について正しい知識をもつ

人の割合）など、脳卒中・心臓病等総合支援セン

ターの取組に係る指標については、データ取得が

難しいこともあり、エビデンスを科学的に検証す

るには至っていないが、今後必要な分野である。  
③心血管疾患による死亡に大きく寄与する大動脈

疾患に関する指標として、「大動脈疾患に対する手

術件数」を提案する（NDB研究エビデンスあり※）。

また、都道府県計画のレビューにおいても、急性

大動脈解離に関して様々な指標が設定されており、

関連指標も含めて指標化が望まれる。 
※ 第７回循環器病対策推進協議会 資料 2-1 参
照 

（ https://www.mhlw.go.jp/content/10905000/0
00920522.pdf） 
＜日本脳卒中学会＞ 

脳卒中における大きな問題点として、急性期ー回

復期における医療と回復期以後の維持期・生活期

の介護との間に、制度上の乖離があり、うまく連

携や情報共有ができていないという現実がある.こ
のため、維持期生活期におけるデータが欠落して

おり、がんと異なり、たとえば脳卒中 5 年生存率

のような縦断的な予後データが皆無である.このデ

ータの構築が必要である.  
背景：血栓回収療法の適応（large vessel occlusion; 
LVO）を判断する病前スケールがいくつも提唱 さ
れ、国内でも種々のスケールの使用経験とそれぞ

れの有効性が発表されている。しかし全国で統一

的に使用できるものとはなっておらず、このまま

では医療提供体制を基本計画に反映させるための

データ蓄積につながらない。  
提言：救急隊が脳卒中患者を収容する時に「脈不

整、共同偏倚、半側空間無視(指 4 本法)、失語(眼
鏡/ 時計の呼称)、顔面麻痺、上肢麻痺」の６項目

を観察することを推奨する。さらに、この方法に

よる血栓回収療法の適応となる主幹動脈閉塞

（LVO）の感度、特異度、陽性適中率、陰性適中

率を各都道府県ごとに算出し、全国データとして

まとめ、項目をブラッシュアップしていく。 
＊＊＊＊ 
 
Ｄ. 考察 
 
目標（指標）の達成やその検証のために必要な研

究として、 
①回復期以降の循環器病の指標（定義も含む）

を検討する研究 

②医療を受ける当事者側の調査方法・介入方法

に関する研究 

を提案した背景や今後の方向性について考察する。 
 
①については、具体的には、脳卒中や心血管疾

患の患者が他の疾患を合併する頻度が多いことや

全人的なアプローチが必要なことを鑑みつつ、再

発・重症化予防を見据え、特に回復期以降につい

て、脳卒中/心血管疾患と関連の深い指標や、疾患

特異的に収集するべき指標について検討すること、

多くの都道府県が興味を持っており指標化が望ま

れる分野に関しては、臨床のガイドラインや診療

実態に即し、都道府県において評価・比較可能な

指標について、定義づけを含めて検討することが

期待される。また、NDBを用いた指標作成と並行し

て学会のデータベースを活用する可能性について

も考慮されると考えられた。 

②については、医療を受ける当事者の視点をど

のように調査するか、調査対象や具体的な方法、

さらに、調査結果の評価方法について検討を進め

る必要があり、地域や対象疾患を絞った調査研究

を行うことも考慮されると考えられた。また、調

査結果に基づき、普及啓発を含めた介入方法を検

討することも必要と考えられた。学会等における

患者の参画や、官学だけでなく産業界の巻込みの

必要性についても検討する必要があると考えられ

た。 

さらに、国が進めている循環器病のデータベー

ス構築事業との連携や、今回の研究のプロセスに

おいて、官（国・地方自治体等）、学（アカデミア、

学会等）との連携・コミュニケーションが重要で

はないかと考えられた。 
 
 
Ｅ. 結論 
 
本研究では、循環器病対策推進基本計画に基づ

いた、各都道府県計画の個別施策や目標（指標）

等の内容を把握し、脳卒中分野、心血管疾患分野

それぞれの専門家と連携しつつ、臨床的観点、公

衆衛生学的観点から重要性が高いと考えられる個

別施策及び指標について検討を行った。さらに、

上記都道府県計画の実態把握と検証の結果を踏ま

えつつ、これまでの厚生労働科学研究から出てき

た指標の候補と組み合わせることで、次期基本計

画に向けた目標（指標）の候補やその検証のため

に必要な研究の提案を実施した。 
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